
アンケート結果概要

Q1.ご回答者の属性

Q2.環境経営の進捗意識/重点施策

Q3.環境経営のメリット

Q4.環境経営の成功要因と課題

Q5.環境経営に取り組むきっかけ

Q6.環境経営に取り組むための情報源

Q7.外部サポートへの期待

アンケート質問構成

アンケートの目的

環境経営の取組みを推進されている企業が、環境経営を実践していく上で
感じている課題が何か、および、どのような工夫を行っているかをお伺いすることを目的としてアンケートを実施

調査対象および有効回答数

環境省環境情報開示基盤整備事業「企業と投資家のための
ESG対話プラットフォーム」御参加企業のうち、TOPIX Mid400/
TOPIX Smallに区分されている企業で2019年度売上高が1千
億円～8千億円の224社
有効回答数：50社（有効回答率：22.3%）

（Q5以降は49社）

アンケート回答期間

2020年12月21日～2021年1月29日



Q2.1 貴社の環境経営における、現在の状況について
教えてください。Q1.1回答結果（ご回答者の属性）

3.建設業

5

4.食料品

7

5.繊維製品

1

7.化学

6

8.医薬品

2
11.ガラス・土石

製品

1
13.非鉄金属

1

14.金属製品

1

15.機械

5

16.電気機器

6

17.輸送用機器

2

18.精密機器

1

19.その他製品

1

21.陸運業

1

25.情報・通信業

1

27.小売業

2

31.その他金融業

3

32.不動産業

1

33.サービス業

4

業種

1,000億円～

13

2,000億円～

11

3,000億円～

9

4,000億円～

4

5,000億円～

6

6,000億円～

5

7,000億円～

2

売上高

回答企業は50社、売上高規模では3,000億円以下の企業を中心に多様な業種からの回答を頂いた

Q1.1 ご回答にあたって、企業名、部署名/役職名、
ご連絡先などをご記載下さい。

（単位：社、n=50） （単位：社、n=50）

※:番号は東証株価指数33業種区分に基づく ※:2019年度決算



Q2.2 貴社が環境経営において重点的に取り組んでいる
／取り組んできたことを教えてください。
【経営・事業戦略策定】（複数回答可）Q2.1回答結果（環境経営の進捗意識）

10%(5社)

26%(13社)

42%(21社)

16%(8社)

2%(1社)

4%(2社)

「十分進んでいる」「進んでいる」と回答した企業は全体の40％弱
（単位：%・社、n=50）

1. 十分進んでいる
（例：環境配慮だけでなく、環境関連の重要な
機会とリスクを企業価値の向上に向け、自社戦略
に取り込んだ経営を推進し、継続している）

2. 進んでいる
（例：環境配慮だけでなく、環境関連の重要な
機会とリスクを企業価値の向上に向け、自社戦略
に取り込んだ経営を推進している）

3．それなりに進んでいる
（例：環境配慮だけでなく、環境関連の重要な
機会とリスクを整理し、できるところから形式的に取
り組んでいる）

4．どちらともいえない
（例：EMS等の環境配慮の対応に加え、現在

SDGsやTCFD等への対応は検討段階）

5．あまり進んでいない
（例：EMS等の環境配慮の対応が中心で、

SDGsやTCFD等への対応は検討していない）

6．ほとんど進んでいない
（例：EMS等の環境配慮の対応においても取
組みが追い付いていない）

1. 十分進んでいる

2. 進んでいる

3．それなりに進んでいる

4．どちらともいえない

5．あまり進んでいない
6．ほとんど進んでいない

Q2.1 貴社の環境経営における、現在の状況について
教えてください。



Q2.2回答結果（経営・事業戦略策定）

マテリアリティの特定やSDGsと事業活動の紐づきの整理が進む一方、TCFDへの賛同やシナリオ分析は
3割程度の企業が実施

70%(35社)

68%(34社)

58%(29社)

54%(27社)

50%(25社)

48%(24社)

32%(16社)

30%(15社)

4%(2社)

4%(2社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

SDGsと事業活動の紐づき整理

マテリアリティ（自社にとっての重要課題）の特定

社会課題起点でのリスク機会特定

中長期ビジョンの策定

SDGsに基づく事業機会探索や経営戦略策定

マテリアリティと経営戦略の統合

TCFDへの賛同

TCFD提言に沿ったシナリオ分析

その他

いずれもできていない

（単位：%・社、n=50）

（0社） （5社） （10社）（15社）（20社）（25社）（30社）（35社）（40社）（45社） （50社）

Q2.2 貴社が環境経営において重点的に取り組んでいる
／取り組んできたことを教えてください。
【経営・事業戦略策定】（複数回答可）

72% 19% 0%

!シナリオ分析対応

✓ 「シナリオの設定方法や社内での
コンセンサス獲得に苦慮」

XX% XX% XX%
「十分進んでいる」

「進んでいる」

凡例：

Q.2.1での回答企

業における当該質

問の回答割合

「それなりに進ん

でいる」

「どちらともいえない」

「あまり進んでいない」

「ほとんど進んでいない」



Q2.3回答結果（活動展開）

EMSへの対応等環境負荷の把握に努める企業は約8割に上る一方、CO2Scope3対応等は半数程
度の企業が実施していると回答

80%(40社)

78%(39社)

64%(32社)

58%(29社)

46%(23社)

42%(21社)

40%(20社)

28%(14社)

20%(10社)

14%(7社)

4%(2社)

2%(1社)

2%(1社)

4%(2社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

CO2（Scope1/2）

ISO14001やエコアクション21などのEMSへの対応

資源循環

水（排水量など）

CO2（Scope3）

汚染

生物多様性

SBT（Science Based Target）に基づいた長期目標設定

資源循環、水、生物多様性に関する長期目標設定

RE100への加盟

自然資本全般のインパクトに応じた事業性判断

インターナルカーボンプライシングを活用した事業性判断

その他

いずれもできていない

（単位：%・社、n=50）

（0社）（5社）（10社）（15社）（20社）（25社）（30社）（35社）（40社）（45社）（50社）

Q2.2 貴社が環境経営において重点的に取り組んでいる
／取り組んできたことを教えてください。
【経営・事業戦略策定】（複数回答可）

Q2.3 貴社が環境経営において重点的に取り組んでいる
／取り組んできたことを教えてください。
【活動展開】（複数回答可）

100% 81% 45%

!

Scope1/2対応

✓ 「様々な施設からのデータの
収集に苦慮」

72% 38% 18% !

Scope3対応

XX% XX% XX%
「十分進んでいる」

「進んでいる」

凡例：

Q.2.1での回答企業におけ

る当該質問の回答割合

「それなりに進ん

でいる」

「どちらともいえない」「あまり進んで

いない」「ほとんど進んでいない」

詳細分析結果や

ヒアリング結果を記載



Q2.4回答結果（情報開示・成果獲得）

環境負荷データの開示は74%が実施する一方、価値創造ストーリー等の訴求は26%に留まる

74%(37社)

74%(37社)

52%(26社)

26%(13社)

16%(8社)

4%(2社)

4%(2社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

環境負荷実績を中心としたデータの開示

環境報告書やサステナビリティレポート等の発行

情報開示フレームワークに沿った開示（例：TCFDやGRI等）

環境課題に関する価値創造ストーリー等の訴求

ESG説明会の実施

その他

いずれもできていない

（0社）（5社） （10社）（15社）（20社）（25社）（30社）（35社）（40社）（45社）（50社）

（単位：%・社、n=50）

Q2.4 貴社が環境経営において重点的に取り組んでいる
／取り組んできたことを教えてください。
【情報開示・成果獲得】（複数回答可）

72% 52% 18%

!

開示フレームワークへの対応

✓ 「次々と林立するイニシアティブへ
の対応に課題」

XX% XX% XX%
「十分進んでいる」

「進んでいる」

凡例：

Q.2.1での回答企業におけ

る当該質問の回答割合

「それなりに進ん

でいる」

「どちらともいえない」「あまり進んで

いない」「ほとんど進んでいない」

詳細分析結果や

ヒアリング結果を記載



Q2.5 貴社が環境経営において重点的に取り組んでいる
／取り組んできたことを教えてください。
【ガバナンス：全社的な体制整備】（複数回答可）Q2.5回答結果（ガバナンス：全社的な体制整備）

企業トップの環境課題へのコミットメントや体制整備が過半数の企業で進む一方、
報酬との連動は約3割の企業で実施

68%(34社)

66%(33社)

58%(29社)

32%(16社)

2%(1社)

8%(4社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全社的な連携の促進（例：ESG推進室の立ち上げ等）

企業トップによる環境課題への対応に関するコミットメント

社外取締役の登用など取締役会での体制強化

経営層の責任の所在の明確化や報酬との連動

その他

いずれもできていない

（単位：%・社、n=50）

（0社） （5社） （10社）（15社）（20社）（25社）（30社）（35社）（40社）（45社）（50社）

100% 52% 36% !

トップのコミットメント対応

責任の所在の明確化

61% 24% 0%
!

✓ 「サステナビリティ専任の役員ポスト
を設定し、注力」

XX% XX% XX%
「十分進んでいる」

「進んでいる」

凡例：

Q.2.1での回答企業におけ

る当該質問の回答割合

「それなりに進ん

でいる」

「どちらともいえない」「あまり進んで

いない」「ほとんど進んでいない」

詳細分析結果や

ヒアリング結果を記載



Q3.1 貴社では、環境経営に取り組むことのメリットについて
どのように感じていますか？Q3.1回答結果（環境経営のメリット）

58%(29社)

46%(23社)

40%(20社)

38%(19社)

30%(15社)

14%(7社)

4%(2社)

34%(17社)

48%(24社)

44%(22社)

38%(19社)

48%(24社)

34%(17社)

50%(25社)

6%(3社)

4%(2社)

4%(2社)

8%(4社)

16%(8社)

20%(10社)

24%(12社)

34%(17社)

28%(14社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

株主や投資家、金融機関からの信頼の獲得につながる

取引先/顧客企業からの信頼の獲得につながる

消費者からの信頼や共感の獲得につながる

省エネ等の活動はコスト削減の効果がある

自社商品の売上拡大などの事業成長につながる

環境関連の金融商品等の活用により、…

ROEやPBRなどの財務的な指標に良い影響がある

メリットを実感できていない

Q3.1貴社では、環境経営に取り組むことのメリットについてどのように感じていますか？

強くそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない 全くそう思わない よく分からない

（単位：%・社、n=50）

（0社） （5社）（10社）（15社）（20社）（25社）（30社）（35社）（40社）（45社）（50社）

株主や投資家、金融機関、取引先/顧客企業といったステークホルダーの信頼の獲得が
環境経営に取り組むメリットと認識されている

94% 86% 36%

メリットの感じ方

✓ 「環境貢献事業が主業のため、
事業成長に直結」

!

XX% XX% XX%
「十分進んでいる」

「進んでいる」

凡例：

Q.2.1での回答企業におけ

る当該質問の回答割合

「それなりに進ん

でいる」

「どちらともいえない」「あまり進んで

いない」「ほとんど進んでいない」

詳細分析結果や

ヒアリング結果を記載

環境関連の金融商品等の活用により、
資金調達面でプラスの効果がある



事業部などの環境経営
の重要性や取るべき
アクションへの
十分な理解

（36% 18社）

Q4.1 貴社の環境経営の取組の成功要因または課題と
なっている要因を教えてください。Q4.1回答結果（環境経営の成功要因と課題）

環境経営の成功要因は「経営トップの理解」、課題要因は「事業部などの環境経営の重要性等の理解」
の回答が最多

成功要因

TOP1 TOP2 TOP3 その他

課題要因

経営トップまたは
経営層の環境経営に対
する動機や意識

（68% 34社）

担当部署の環境経
営の重要性や取る
べきアクションへの
十分な理解

（52% 26社）

担当部署における
十分なリソース
（予算や人員）

の確保

（28% 14社）

経営層や管理職に
おける環境経営に
関する責任の所在

の明確化

（48% 19社）

日々の業務において
事業の環境価値を検
討するツール・

社内制度等の導入

（26% 18社）

• 環境経営についての関連部署間の連
携促進による効率化（38% 19社）

• 事業部などの環境経営の重要性や取
るべきアクションへの十分な理解
（38% 19社）

• 担当部署における十分なリソース（予
算や人員）の確保（30% 15社）

• 業績評価の一つとしての環境経営の
KPI導入（26% 18社）

• 環境経営についての関連部署間の連
携促進による効率化（24% 12社）

• 経営層や管理職における環境経営に
関する責任の所在の明確化
（24% 12社）

28% 38% 45%

社内の現場担当者への理解浸透

✓ 「現場の理解のためには報酬基準等への結びつけが必要と思料」

✓ 「腹落ち感を持ってもらうため体系的な研修プログラムを導入」
!

94% 67% 27%

経営層の動機や意識
!

※「進んでいる大きな要因」/「進んでいる要因」との回答の割合

※「進まない大きな要因」/「進まない要因」との回答の割合

XX% XX% XX%
「十分進んでいる」

「進んでいる」

凡例：

Q.2.1での回答企業におけ

る当該質問の回答割合

「それなりに進ん

でいる」

「どちらともいえない」「あまり進んで

いない」「ほとんど進んでいない」

詳細分析結果や

ヒアリング結果を記載



Q5.1 貴社が環境経営に取り組むきっかけとなったことにつ
いて教えてください。環境経営が進んでいないと認識されて
いる場合は、有効と思われるものをお答えください。Q5.1回答結果（環境経営に取り組むきっかけ）

環境経営を巡る社会の変化や株主/投資家の視点の変化をきっかけとしている企業が多数ある一方、
事業拡大や融資条件の変化は環境経営のきっかけとした回答は少なかった

65%(32社)

35%(17社)

43%(21社)

37%(18社)

27%(13社)

31%(15社)

12%(6社)

0%(0社)

2%(1社)

31%(15社)

51%(25社)

39%(19社)

41%(20社)

45%(22社)

39%(19社)

45%(22社)

24%(12社)

0%(0社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

環境経営を巡る社会の変化

株主や投資家（海外含む）の視点の変化

外部評価機関（格付機関など）からの評価

国内外の競合など同業他社の動向

取引先/顧客企業の視点の変化

企業理念や企業文化

事業拡大やビジネスモデルの変化

融資条件の変化

上記のいずれも認識されていない

Q5.1 貴社が環境経営に取り組むきっかけとなったことについて教えてください。

環境経営が進んでいないと認識されている場合は、有効と思われるものをお答えください。
強くあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない

（単位：%・社、n=49）

（0社） （5社） （10社） （15社） （20社） （25社） （29社） （34社） （39社） （44社） （49社）

78% 76% 30%

!
※「強くあてはまる」~「ややあてはまる」との回答の割合

✓ 「創業当時より、環境理念を重視し、
経営を推進」

企業理念の捉え方

XX% XX% XX%
「十分進んでいる」

「進んでいる」

凡例：

Q.2.1での回答企業におけ

る当該質問の回答割合

「それなりに進ん

でいる」

「どちらともいえない」「あまり進んで

いない」「ほとんど進んでいない」

詳細分析結果や

ヒアリング結果を記載



Q6.1回答結果（環境経営に取り組むための情報源）

「投資家との対話」が情報源として最多で社外セミナー、取引先/顧客企業との対話が続く

59%(29社)

47%(23社)

41%(20社)

29%(14社)

29%(14社)

27%(13社)

27%(13社)

20%(10社)

20%(10社)

18%(9社)

14%(7社)

12%(6社)

4%(2社)

0%(0社)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

投資家との対話

社外セミナー

取引先/顧客企業との対話

コンサルティングなど

自社内部で実施した環境経営/サステナビリティ勉強会

取引先/顧客企業からの調達に関するアンケート

主要取引銀行との対話

NGOやNPO法人との対話

従業員との対話

経営者自身の自己啓発

政府関係者との対話

経営者が活用している情報源は不明

監査人からの助言

何も活用していない

（単位：%・社、n=49）

（0社） （5社） （10社）（15社）（20社）（25社）（29社）（34社）（39社）（44社）（49社）

Q6.1 貴社が環境経営に取り組む中で（特に経営
層を中心に）有効となっている情報源を教えてください。
あてはまるものを５つまで選択してください。

67% 71% 20% !
投資家との対話

56% 29% 30%

!取引先/顧客企業との対話

44% 24% 10%

!社内の勉強会

✓ 「他社の事例を用いて、危機感を
抱かせた」

XX% XX% XX%
「十分進んでいる」

「進んでいる」

凡例：

Q.2.1での回答企業におけ

る当該質問の回答割合

「それなりに進ん

でいる」

「どちらともいえない」「あまり進んで

いない」「ほとんど進んでいない」

詳細分析結果や

ヒアリング結果を記載


